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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　都知事選挙戦、暑い日が続く序盤戦は小池氏優勢という、何故か
参議院選挙が終わって1週間が経過した。今、首都東京では、都知事選挙が始まっており、梅雨明けした今週は連日30度を超す猛暑が続いており、野党統一候補となった鳥越俊太郎候補にとっては76歳という高齢で、しかも癌という大病を経験しているだけに健康が心配ではある。あと2週間、最後まで頑張って欲しいものだ。都知事選挙は鳥越氏の外に、元総務相で岩手県知事を経験した増田寛也氏が自民・公明両党の推薦で立候補し、それに自民党の推薦を辞退した小池百合子元防衛相の有力3名の争いと見ていい。
今のところ、小池氏が優勢で、鳥越氏が続き、意外に与党の自民・公明両党が推薦した増田氏が出遅れているようだが、今後の運動によってどうなるのか、予断を許さない激戦になりそうな予感がする。やはり、岩手県知事経験者では東京都の知事にはどうなのか、特に東京への一極集中が問題だと指摘してきた増田氏だけに都民の選択がどうなるのか、なかなか読みづらくなっていることは間違いない。鳥越氏は、宇都宮元日弁連会長が辞退するなかで野党側の統一候補となったのだが、テレビ放映のあった公開討論会でのやり取りを聞いている限り、準備不足と迫力不足が気になるところである。東京をどうするのか、安倍政権の首都というお膝元であるだけに、鳥越氏には最後まで頑張って欲しいものだ。
参議院選挙の結果をどう見たらいいのか、最大の争点を自らのオウンゴールした岡田民進党代表の責任は重大だ
それにしても、今度の参議院選挙の結果をどう見たらよいのだろうか。勝敗の行方については、既に参議院選挙に入る前に述べたように、安倍政権が再び消費税率の引き上げを延期したことに対して、野党である民主党が厳しく「公約違反」を追求することなく、逆に5月末に実施された党首討論の場で、事もあろうに民主党の方から先に消費税の引き上げ延期容認を打ち出した時点で勝負があったわけで、安倍総理を追求できる最大の争点を無くしてしまったことの責任は実に大きい。それだけでも、岡田代表の責任は免れない。子育て問題であれ、奨学金をはじめとする教育の充実にしろ、必要なのは財源問題でありながら、それを正面から打ち出せないでいる事には、あの「三党合意」は何処へ行ったのか、と問いただしたい。明らかに「三党合意」は事実上消滅させてしまったようだが、本当にそれで良いのだろうか。民主主義の成熟という観点からも、もう一度「三党合意」の「社会保障・税一体改革」の原点に立ち返って欲しいものだ。
安倍総理は改憲論議に前向きへ、改憲勢力3分の2の中身はなかなか複雑で、さや当ても始まりつつあるようだ
安倍総理は、憲法改正問題は前面に出すことなく、アベノミクスを中心に経済問題などを前面に出しながら、結果として改憲勢力が参議院でも3分の2を超えたことを受けて、国会の場で憲法改正問題を論議することを打ち出している。もっとも、この憲法改正勢力の中身を見てみると、公明党のように「改憲」ではなく「加憲」であったり、全ての改憲勢力が第9条の改正に全面的に賛成することで一致しているわけではない。
それでも、お試し「改憲」による国民の憲法改正に向けたアレルギーを解消しようとする動きは出てくると見ておく必要がありそうだ。最新の動きとして、大阪維新の会は公明党に対する批判を展開し始めており、安倍政権へのすり寄りが始まったのではないか、と思われる。公明党が、憲法問題について野党第一党である民進党の理解を得ながら国会で論議していくべきだ、と主張している事への批判なのだが、公明党の主張こそ当たり前のことと言えよう。問題は肝腎の野党第1党の民進党の出方が問われているわけで、憲法改正問題について、党内の意思統一をきちんと確定する努力をしなければなるまい。
共産党も含めた全野党協力、1人区の結果は「善戦」と見ていい

問題は、総選挙に向けた政策協定にまで高められるのか
他方、参議院の1人区での戦いに、共産党も含めた全野党共闘が実現させ、何とか11勝できたことをどう評価するべきなのだろうか。共産党自身も大きく変化しつつあるのは確かであり、今後衆議院選挙での野党共闘にまで高めることができるのかどうか、政権をかけた戦いになるだけに十分な戦略・戦術が求められる点である。
今回の参議院選挙では、香川県において、共産党の候補者を野党側が推薦した際に、資本主義や天皇制を容認するとともに、日米安保の廃棄や自衛隊の解消に踏み込まない政策協定を結んだという。結果は、大差で敗北したのだが、衆議院選挙での政策協定に向けて、全国化する事が出来るのかどうか、今後の課題であろう。共産党が、ヨーロッパにおいては党名を変更するとともに、社会民主主義的な政党へと脱皮したことが、果たして日本でも実現できるのかどうか、今後注目してみて行く必要がありそうだ。その結果次第で、政権を共に担いうるかどうかが決まるのだと思う。
9月、民進党の代表選挙へ、次代を担える若手の台頭や女性のリーダーの出馬で民進党改革を
さて、都知事選挙が終われば、政局は秋の臨時国会以降の補正予算審議やTPP関連の審議に移っていく。もちろん、安倍政権の内閣改造が実施されるのだろうが、一番の注目したいのは民進党の代表選挙であろう。岡田代表がまだ去就を明らかにしていないのだが、是非とも新しい時代を担いうる若いリーダー、女性のリーダーが積極的に出馬し、民進党の政治スタイルを大きく変えて欲しいものだ。党の立ち位置を、もっと中道左派よりのモノに変えていく必要があるし、政策においても、ポピュリズムに陥ることなく税・財源問題についても責任ある政策を打ち出して行って欲しい。場合によっては、衆議院の解散・総選挙が秋にもあるといった予測もされているだけに、その準備も進めなければなるまい。
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